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上位政策 06 地球環境にやさしいまち

施策統括課 環境政策課 施策統括課長名 岩澤　純二

関連課 環境政策課、管理課

関連する 東久留米市第二次緑の基本計画、東久留米市第二次環境基本計画、東久留米市緑地保全計画
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２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

日頃から身近な自然と触れ合っている市民の
1 ％ 65. 4 66. 5 68. 7

割合
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3

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

本施策を構成する事務事業数 本 16 16 12

トータルコスト 千円 183,700 146,705 100,296

　　　　　　　　　　　　事業費（内書き） 千円 150,655 110,606 70,004

　　　　　　　　　　　　人件費（内書き） 千円 33,045 36,099 30,292

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：28年度～32年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第4次長
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に引き継いでいくために、市民、事業者、市さらには東京都と

も連携しながら、協働による積極的な緑化と適切な管理に努めていく。

・平成28年3月に制定された「東久留米市緑地保全計画」に基づき、対象となる緑や緑地の保全及び充実を推進させる取り組み

を進めていく。

６　31年度の施策の位置づけ 重
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点施策以外

　基本事業について（4～5）

現状と課題 31年度に向けた方向性
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５　31年度に向けた施策方針

・市内の貴重な財産である水辺環境や緑地等の自然環境を次世代


